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【お問い合わせ】 弁護士法人青森リーガルサービス 八戸シティ法律事務所 
代表社員弁護士：木村哲也 受付時間：午前９時～午後５時 

電話番号 ０１２０－１４６－１１１ FAX０１７８－３８－９２３０ http://hachiben.jp/ 
〒031-0042 青森県八戸市十三日町１ ヴィアノヴァ６階 

 

当事務所では、お付き合いいただいている皆様に向けて、法律関

連のニュースや当事務所の近況などを、定期的にニュースレターとし

てお送りさせていただいております。当事務所の近況やご挨拶のほ

か、少しでもお役に立てる情報をお届けできればと思っております。 
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昨今、企業におけるハラスメントの問題が注目されています。２０１９年５月に労働施

策総合推進法の改正によりパワーハラスメント（パワハラ）の禁止と企業の防止措置が義

務付けられました。これを受けて、厚生労働省は同年１０月に企業が講じるべきパワハラ

対策の指針案を公表し、同年１１月に労働政策審議会で了承されました。今月号のニュー

スレターでは、企業が講じるべきハラスメント対策のポイントをご説明いたします。 

１ 事業主の方針等の明確化およびその周知・啓発 

ハラスメントに関する事業主の方針等の明確化としては、就業規則等の服務規律・懲

戒規定等にハラスメントの禁止を定めることなどが考えられます。また、ハラスメント

に関する事業主の方針等の周知・啓発としては、社内報・パンフレット・社内ホームペ

ージ等にハラスメントの禁止を記載・配布して周知することや、ハラスメントに関する

研修・講習等を実施して啓発することなどが考えられます。 

２ 相談体制の整備 

ハラスメントに関する相談体制の整備として、社内または社外の相談窓口を設置し、

従業員に周知することが考えられます。相談に対応する担当者を定めること、相談に対

応するための制度を整備すること、相談窓口の担当者のためのマニュアルを作成するこ

となどが必要となります。ハラスメントの被害者が委縮するなどして、相談を躊躇する

例もあることなどにも配慮する必要があります。 

 ３ 迅速かつ適切な事後対応 

   ハラスメントに関する相談があった場合には、まずは事実関係の迅速かつ正確な調査

を行わなければなりません。当事者のプライバシーや相談者の心身の状況にも適切に配

慮し、慎重に調査を進めることが必要となります。相談者と行為者との間で事実関係に

関する主張に不一致があり、事実関係の確認が十分にできない場合には、第三者（目撃

者など）からのヒアリングなどの措置が必要となるでしょう。そして、調査の結果、ハ

ラスメントの事実が確認できた場合には、加害者に対する懲戒処分、配置転換、加害者

からの謝罪等の必要な措置を講じることが必要です。また、改めてハラスメントに関す

る事業主の方針等の周知・啓発を行うなど、再発防止策を講じなければなりません。 

 

以上のように、企業が講じるべきハラスメント対策には、様々なものがあります。パ

ワハラ防止措置を義務付けた改正労働施策総合推進法は、２０２０年４月から大企業で

施行され、中小企業でもその後２年以内に義務化される見通しです。企業としては早め

に対応に着手する必要があります。ハラスメント対策についてご不明のことなどがあり

ましたら、お気軽に当事務所にご相談ください。 
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